
○　小児医療の充実を求める請願

●　教育基本法の早期改正に関する請願

　　　今、教育基本法を尊重した教育行政こそ求められているのであって、何ら改正の必要なし。

○　「可部署」から「加計署」への警察署管轄区への警察管轄区域変更反対に関する請願

　　

○ 台風に伴う災害対策に関する意見書

● 今後の郵政事業の改革に関する意見書

　わが党は郵政事業が地域において社会的な役割が大きいことから公社化の段階から反対してきた。

今回、政府が民営化に向けて基本方針を閣議決定したが、株式会社化することは住民の利便性や

サービスの低下を招くなど多くの問題があり、改革論議そのものが民営化を前提にしているもので反

対である。

○ 私学助成の拡充強化を求める意見書

○ 警察官の増員等に関する意見書

○ 半島振興法の延長及び充実を求める意見書

○ 台湾から修学旅行生に対する査証免除を求める意見書

○ 地方バス生活路線の確保を求める意見書

○ 消費者保護法制等の整備を求める意見書

● 教育基本法の改正を求める意見書

　子どもたちをめぐる不幸な事件など今日おきている様々な問題に対して、教育基本法を道徳心や愛

国心を強制的にもとめる内容に変えようとしているが、いまこそ教育基本法の理念を守り生かすこと

が大事であり、子どもたちにゆきとどいた教育をすすめるよう教育条件の整備が必要と考えるもので

あり意見書には反対である。

○ 社会保険の改正を求める意見書
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民主県政つくる会総会で

辻議員が報告

　

「清潔であたたかい民主県

政をつくる会」(大森正信筆頭
代表世話人)は１１月２８日、広
島市内で、２００４年総会を開

きました。

　辻議員が、「県政と県議会を

とりまく状況」と題して、報告を

しました。


